
�愛媛県告示第８７５号
次の診療所は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８

号）第１条第１項の規定による救急診療所である。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

片木脳神経外科 今治市別名２７４番地 医療法人隆典会
平成２９年
７月２１日
まで

�愛媛県告示第８７６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルヨシセンター新居浜
店

新居浜市寿町甲４２４３
外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社マルヨシセ
ンター
代表取締役
佐竹 文彰

株式会社マルヨシセ
ンター
代表取締役
佐竹 克彦

平成２６年
６月４日

平成２６年
７月１１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

マルヨシセンター新居浜
東店

新居浜市田の上一丁
目甲１０９６番１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 救急診療所の協力申出…………………………………………………………………………………………………………………………………（医療対策課）…６１８

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（４件）……………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…６１８

○ 漁業の許可又は起業の認可の申請期間……………………………………………………………………………………………………………………（水産課）…６２０

○ コイがコイヘルペスウイルス病にかかり又はかかっている疑いがあると認められた県内の公共用水面及びこれと連接して一体を成す水面の範囲

…………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６２０

○ 急傾斜地崩壊危険区域の指定（２件）……………………………………………………………………………………………………………………（砂防課）…６２１

○ 宅地建物取引業法第６９条第２項の規定に基づく聴聞（２件）……………………………………………………………………………………（建築住宅課）…６２１

○ 道路の供用開始（県道新居浜別子山線）……………………………………………………………………………………………………（東予地方局管理課）…６２１

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）…６２２

○ 医師の指定…………………………………………………………………………………………………………………………………（身体障害者更生相談所）…６２２

○ 指定医師の所在地の変更…………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６２２

○ 指定医師の辞退の届出……………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６２３

公 告

○ 特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請の公告（２件）……………………………………………………………………（男女参画・県民協働課）…６２３

告 示

毎週（火・金）曜日発行 第２５９０号 平成２６年７月２２日

平成２６年７月２２日火曜日 第２５９０号
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� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

��������������
�愛媛県告示第８７７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルヨシセンター西条店 西条市喜多川字土居
部３９４番地 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名 株式会社マルヨシセ

ンター代表取締役
佐竹 文彰

株式会社マルヨシセ
ンター代表取締役
佐竹 克彦

平成２６年
６月４日

平成２６年
７月１１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

��������������
�愛媛県告示第８７８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルヨシセンター椿店 松山市古川北４丁目
５１３－１

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

マルヨシセンター余戸店 松山市余戸東１丁目
８９番地１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名 株式会社マルヨシセ

ンター
代表取締役
佐竹 文彰

株式会社マルヨシセ
ンター
代表取締役
佐竹 克彦

平成２６年
６月４日

平成２６年
７月１１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

愛 媛 県 報平成２６年７月２２日 第２５９０号
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マルヨシセンター山越店 松山市山越３丁目７７２
番地 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

��������������
�愛媛県告示第８７９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに伊予市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルヨシセンター伊予店 伊予市下吾川１０３１
外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名 株式会社マルヨシセ

ンター
代表取締役
佐竹 文彰

株式会社マルヨシセ
ンター
代表取締役
佐竹 克彦

平成２６年
６月４日

平成２６年
７月１１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに伊予市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第８８０号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２６年７月２２日から８月４日まで

�愛媛県告示第８８１号
愛媛県内水面漁場管理委員会指示第１０号に基づき、コイがコイヘ

ルペスウイルス病にかかり、又はかかっている疑いがあると認めら

れた県内の公共用水面及びこれと連接して一体を成す水面の範囲を、

平成２６年６月２４日次のとおり定めた。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

鹿野川ダムから下流の一級河川肱川水系肱川の本支流及びこれと

連接して一体を成す内水面

愛 媛 県 報平成２６年７月２２日 第２５９０号
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�愛媛県告示第８８２号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局建設部及び市役所

において縦覧に供する。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

田颪（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成１６年３月愛媛県告示第４２１号）

田颪の項で指定した標柱８号、標柱７号及び標柱６号を結んだ線、

標柱６号と次に掲げる地番の土地に存する標柱１４号から標柱１９号ま

でを順次結んだ線及び標柱１９号と標柱８号を結んだ線に囲まれた区

域

郡 市 町 村 大 字 地 番 標 柱

宇和島市 津島町 田颪 ３１９番 １４号

１０４番 １５、１６号

３１番１ １７号

７９番 １８号

１１２番 １９号

�������
�愛媛県告示第８８３号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局土木事務所及び市

役所において縦覧に供する。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

松柏Ｃ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱９号までを順次

結んだ線及び標柱９号と標柱１号を市道松柏入寺線北側官民境界で

結んだ線に囲まれた区域

郡 市 町 村 大 字 地 番 標 柱

八幡浜市 松柏 丙１９７番１ １号

乙１３４番 ２号

丙２４３番 ３号

乙１３７番１ ４号

乙１４１番 ５号

丙１８６番 ６号

丙１６１番１ ７号

丙１９４番１ ８号

甲７５６番１ ９号

�������
�愛媛県告示第８８４号
宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）の規定による行政処

分について、同法第６９条第１項及び同条第２項において準用する同

法第１６条の１５第５項の規定により、公開の聴聞を次のとおり行う。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 平成２６年７月３０日（水）午後１時３０分

２ 場所 松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第一別館４階土木部会議室

３ 被聴聞者

� 商号、代表者氏名及び主たる事務所の所在地

シティホーム

渡邉 亥早雄

松山市萱町１丁目４－２

� 免許証番号

愛媛県知事（０９）第００２６９３号

� 免許年月日

平成２４年６月７日

�������
�愛媛県告示第８８５号
宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）の規定による行政処

分について、同法第６９条第１項及び同条第２項において準用する同

法第１６条の１５第５項の規定により、公開の聴聞を次のとおり行う。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 平成２６年７月３０日（水）午後３時００分

２ 場所 松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第一別館４階土木部会議室

３ 被聴聞者

� 商号、代表者氏名及び主たる事務所の所在地

株式会社千國

山内 光正

新居浜市観音原町甲９８５番１９

� 免許証番号

愛媛県知事（０２）第００４８７６号

� 免許年月日

平成２２年１０月１８日

�愛媛県告示第８８６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第８８７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８８８号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８８９号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜別子山線
新居浜市角野新田町三丁目２８０２番１１から

同町三丁目２８２２番４まで
平成２６年７月２２日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２４）第１１５０３号 平成２４年
５月１６日 神南設備 城戸 俊和 大洲市菅田町菅田甲８２８

－１
平成２６年
６月３日

管工事業
水道施設工事業 建設業の廃止

（般・特－２３）第３３９号 平成２３年
１１月１０日 （株）清水建設 清水 里香 西予市野村町惣川１６８ 平成２６年

６月４日

土木工事業
建築工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－２１）第１５５６６号 平成２１年
６月９日 泉板金 泉 浩壽 喜多郡内子町小田２６３－

１
平成２６年
６月６日

屋根工事業
板金工事業 建設業の廃止

（特－２４）第１３７６号 平成２４年
７月２４日 村上住宅（株） 村上 聖 大洲市北只１７５ 平成２６年

６月６日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２１）第１５５８２号 平成２１年
７月２０日 （有）小出設備 小出 隆一 西予市宇和町皆田６６２ 平成２６年

６月２３日 土木工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２３）第４２４０号 平成２３年
９月１０日 成見電気工事店 成見 勇 八幡浜市保内町宮内２－

１００－１
平成２６年
６月３０日

電気工事業
管工事業
電気通信工事業
消防施設工事業

建設業の廃止

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

ぼうこう又は直腸・小腸機能障
害 外 科 愛媛県立今治病院 大 畠 将 義 今治市石井町４丁目５番５号 平成

２６年７月１日

ぼうこう又は直腸・小腸機能障
害 外 科 愛媛県立今治病院 長 橋 美 弥 今治市石井町４丁目５番５号 平成

２６年７月１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 愛媛県立今治病院 廣 瀬 純 成 今治市石井町４丁目５番５号 平成
２６年７月１日

心臓・じん臓・呼吸器機能障害 内 科 市 立 宇 和 島 病 院 赤 松 明 宇和島市御殿町１番１号 平成
２６年７月１日

平衡・音声、言語・そしゃく・
肢体不自由・心臓・呼吸器機能
障害

リハビリテー
ション科

医療法人沖縄徳洲会
宇和島徳洲会病院 石 川 聖 子 宇和島市住吉町２丁目６番２４号 平成

２６年７月１日

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

藤 石 秀 三 ふ じ い し 医 院 宇和島市三間町務田７７７－１ 松 葉 診 療 所 西予市宇和町卯之町一丁目３４７
－２

平成２６年
６月１日
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�愛媛県告示第８９０号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２６年７月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

岩 田 真 治 市 立 宇 和 島 病 院 宇和島市御殿町１－１ 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 平成２６年

６月１日

青 石 邦 秀 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 市 立 宇 和 島 病 院 宇和島市御殿町１－１ 平成２６年

６月３０日

森 本 真 光 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 独立行政法人国立病院機構愛

媛医療センター 東温市横河原３６６ 平成２６年
７月１日

橋 本 司 独立行政法人国立病院機構愛
媛医療センター 東温市横河原３６６ 訪問診療クリニック六花 東温市牛渕３３１番地１ 平成２６年

７月１日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

聴覚・平衡・音声、言語・そしゃ
く機能障害

耳鼻いんこう
科

国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 高 橋 宏 尚 東温市志津川 平成

２６年６月３０日

聴覚・平衡・音声、言語・そしゃ
く機能障害

耳鼻いんこう
科

国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 田 口 亜 紀 東温市志津川 平成

２６年６月３０日

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２６年７月７日 特定非営利活動法人和田重次郎
顕彰会 土 居 貴 美 松山市清水町二丁目１８番地７ この法人は、松山市日の出町出身の探検家「和

田重次郎」のアラスカ開拓者としての偉業と母
セツへの孝養の精神について顕彰活動を行うこ
とで、青少年の郷土愛や情操教育を育むととも
に、文化的で情緒あふれるまちづくりに寄与す
ることを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２６年７月９日 特定非営利活動法人国際地雷処
理・地域復興支援の会 高 山 良 二 松山市千舟町７－７－３ 伊予肥

ビル２Ｆ
この法人は、カンボジア政府機関のＣＭＡＣ
（カンボジア地雷対策センター）と共同して、
住民による地雷処理活動及び、自立可能な地域
の復興を支援するとともに、相互の友好交流を
促進し、もって平和構築の理念を内外に啓発す
る。
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